
報 告第 1号

東京 郁 台 東 区特 別 区税 条 例 の 一自 をと 正 す る条 例 ●7専 工 t

分 に つ い て

地方税法 (昭和 25年 ■律第 228■ )の  部改正に伴い 標

記条例を専換処分 したので 地方自治法 (OF和 22年 法律第 ,7

=)第
1'9条 等 3■の規定に基づき報告する

平成 2 2 r6り 13日

東京都台東区長  古   t    ]1



専 決 分 書

次の事項について 地方自治lt(昭和 22年法律第67号 )第

179条第 1項 の規定により 議会を招集する時間的余裕がない

ことが明らかであると認め専決処分する

東京都台東区特,1区 税条例の一部を改正する条例

(,1 紙 )

平曖 22年 4月 1日

東京都台東区長  吉  lI   弘

理由

地方税法等の一部を改正する法律 (平 成 22年 法律第 4号 )が

平成 22年 3月 31日 に公布され 市 1「 村民税等についての一部

改正がなさオ1た ことに伴い 所要の規定の整備を図るため 東京

都台東区特別区税条例の 部を改正する必要が生 じた

本体の改正する条例については 平成 22年 4月 l日 以後の特

別区民税か ら適用するため早急に措置する必要があ り 区議会を

|● 集する時間的余裕がないので 地方 向治法第 17,条 第 l項の

規定によ つ専決処分する

処



東京都台東区It,区 税条例の一部を改 正する条例

東京都台東区特,サ 区費条例 (昭 和 39年 12月 台束区朱例第 4

3号 )の 一部を次のように餞正する

第 32条第 2,中  及び公 ll年 ,等 に係る所得 を|サ リ 「11“

・●規定 を [同 ,の 規定Jに 改め 同集中第 4項 を第 5項 とし

第 3項 を● 4,と し 第 2晏の次
=次

の l項 を加える

3 鳴 lⅢ の結与所得者が前年中において公ll年 金等の支払を受

けた者であり かつ 当.● 年度の初H=お いて第 35条 の 2第

1項
=規

定する者

“

等年金箭付の支払を受けている年齢 65歳

以上の者である嶋合
=お

ける前■の規定の適用について ま 同

項中 「綸与所得以外 とあるの ま「綸与所得及び公的年や等に

係る所得以外 とする

第 33条第 1項 |「 前条第 3項  を「前条■ 4項 Jに 改める

御 則

〔施F期 日)

第 1条  この条Ⅲは 公布の日か ら施行する

(区 民税に関する経過 I.・ 置 )

第 2条  平成 22年 度分の個人の特,1区 民税につ |ヽ でのこの条例

による改正後の第 32条第 2● (1^第 3項 の●tに よ つ読み

■えて適■する場合を除く )の●定の適用については 同条第

2項 中 [特 与所得以外の所

`|に

係る所得制額 を普通徴収の方法

によつて徴収されたい旨の記載があるときJと あるのは i給 与

所得以外の所得に係る所得書1額 を普画徴収の方法 [よ つて徴収

さオ1た い旨の記載があるとき 又 ま当該結与所得者の前年中の



所得に公的年金等 [係 る所得がある場合において平成 22年 4

チ∫80日 までに給与所得以外の所得 t係 るPI得
=I額

を普道徴収

の方法によつて徴収されたい旨の中出があるときJと する


